
子ども・子育て支援法に基づく基本指針の改正（案）について

（１） 「新・放課後子ども総合プラン」の策定に伴う追記

・ 放課後児童健全育成事業の実施に当たって、 2023年度までの5年間で約30万人分の受け皿整備を図ること等を定めた「新・
放課後子ども総合プラン」に定める「市町村行動計画等に盛り込むべき内容」に基づき、放課後子供教室との一体型の推進や
学校施設の徹底的な活用を図ること。（第三の二３（二）関係）

・ 目標事業量の設定に当たって、 ５歳児のうち、２号認定を受ける者や幼稚園における預かり保育の定期利用者等も含めて
ニーズを幅広く想定するとともに、「新・放課後子ども総合プラン」において、女性就業率が80％程度となることを想定して2019
年度から2023年度末までに約30万人分の整備を行うこととしており、地域における女性就業率の動向をも配慮すること。（別表
第三の三関係）

（２） 児童福祉法改正等を受けた児童虐待防止対策・社会的養育の見直しに伴う追記

① 児童虐待防止対策について、平成28年以降の累次の児童福祉法等の改正、「児童虐待防止対策の抜本的強化について」
（平成31年３月19日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえ、以下の事項等を追記。（第三の三２（一）、四５（一）、別表
第三の四関係）

・ 子どもの権利擁護に関して、体罰によらない子育て等を推進すること。

・ 児童虐待の発生予防・早期発見、発生時の迅速・的確な対応等を行うため、支援を必要とする子どもや妊婦の早期の把握、
市町村子ども家庭総合支援拠点の整備、要保護児童対策地域協議会の取組の強化、児童相談所と市町村等の情報共有の
推進、児童相談所の人員体制の強化及び専門性の向上や一時保護所の体制の充実等を図ること。

② 社会的養育の充実について、平成28年改正児童福祉法の新しい理念である子どもの権利保障と子どもの家庭養育優先原
則を実現するため、「都道府県社会的養育推進計画策定要領」（平成30年７月６日・厚生労働省子ども家庭局長通知）に基づき、策定
すること。 （第三の四５（二）関係）

改正の内容
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資料４

○ 市町村計画・都道府県計画の作成に関する事項について、令和２年度を始期とする第２期計画の作成に向けて、「新・放課後
子ども総合プラン」（平成30年９月14日公表）の策定、児童福祉法改正等を受けた児童虐待防止対策・社会的養育の見直しその他の
制度の施行状況や関連施策の動向を反映させるための改正を行う。

○ そのほか、幼児教育・保育の無償化の実施のための子ども・子育て支援法改正に伴う改正を行う。

改正の背景
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（３） その他制度の施行状況や関連施策の動向を反映させるための追記・改正

・ 幼児教育・保育の質の向上に資するよう、①市町村は、教育・保育に関する専門性を有する指導主事・幼児教育アドバイザー
の配置・確保等、②都道府県は、幼稚園に関する事務に従事する指導主事の教育・保育に関する専門性の確保、幼児教育ア
ドバイザーの確保及び幼児教育センターの体制整備に努めること。（第二の一関係）

・ 児童福祉法に基づく障害児福祉計画について、障害児の子ども・子育て支援等の利用ニーズを把握することとされていること
を踏まえ、市町村計画・都道府県計画の作成に当たって調和を保つべき計画として明記すること。（第三の一６関係）

・ 保護者の選択を保障する観点から、幼稚園の利用希望及び保育を必要とする者の預かり保育の利用希望に対応できるよう、
市町村等は、適切に量を見込み、確保の内容について公立幼稚園の入園対象年齢の引下げ等も含め検討すること。 （第三の
二２（一）、（二）（１）関係）

・ 国際化の進展に伴い、教育・保育施設等において、海外から帰国した幼児や外国人幼児、両親が国際結婚の幼児などの外
国につながる幼児の増加が見込まれることを踏まえ、当該幼児が円滑な教育・保育等の利用ができるよう、市町村等は、保護
者及び教育・保育施設等に対し必要な支援を行うこと。また、事業者等は、運営等に当たり円滑な受入れに資するような配慮を
行うことが望ましいこと。（第三の二２（二）（１）関係）

・ 医療的ケアが必要な児童の支援のための総合的な支援体制の構築等について、市町村計画の作成に関する任意的記載事
項（第三の三２（三）関係）及び都道府県計画の作成に関する基本的記載事項（第三の四５（四）関係）に追加すること。

また、障害児入所施設については、小規模グループケアの推進、身近な地域での支援の提供、本体施設の専門機能強化を
進めることが「望ましい」とされていたものを、「必要である」に改めること。（第三の四５（四）関係）

・ 地域子ども・子育て支援事業についても、市町村支援事業計画の中間年の見直しの要否の基準となること。（第三の六３関係）

（４） 幼児教育・保育の無償化の実施のための子ども・子育て支援法改正に伴い以下を追記。

・ 市町村における子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保。 （第三の二４関係）

・ 都道府県における子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保を図るために必要な市町村との連携。 （第三の四３
関係）

※ そのほか、関係法令の改正等に伴う必要な改正（文言の整理）等を行う。

2
令和２年（2020年）４月１日 ※（４）及び幼児教育・保育の無償化の実施のための子ども・子育て支援法改正に伴う改正は本年10月１日

適用期日
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○子ども・子育て支援法（平24法65）
（基本指針）

第六十条 内閣総理大臣は、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制を整備し、子ども・子育て支援給付並びに地域子ども・子育て支
援事業及び仕事・子育て両立支援事業の円滑な実施の確保その他子ども・子育て支援のための施策を総合的に推進するための基本的な指針（以下
「基本指針」という。）を定めるものとする。
２ 基本指針においては、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 子ども・子育て支援の意義並びに子どものための教育・保育給付に係る教育・保育を一体的に提供する体制その他の教育・保育を提供する体制
の確保、子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保並びに地域子ども・子育て支援事業及び仕事・子育て両立支援事業の実施に関する
基本的事項

二 次条第一項に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画において教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みを定めるに当たっ
て参酌すべき標準その他当該市町村子ども・子育て支援事業計画及び第六十二条第一項に規定する都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の
作成に関する事項
三 児童福祉法その他の関係法律による専門的な知識及び技術を必要とする児童の福祉増進のための施策との連携に関する事項
四 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関する施策との連携に関する事項

五 前各号に掲げるもののほか、子ども・子育て支援給付並びに地域子ども・子育て支援事業及び仕事・子育て両立支援事業の円滑な実施の確保そ
の他子ども・子育て支援のための施策の総合的な推進のために必要な事項

３・４ （略）
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